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は じ め に
　本稿は，英国税務会計史のうち，1911年から1919年までの期間を対象と
する。この時期は，1842年制定の所得税法以降に改正された所得税法及び
財政法における諸規定を総括した所得税法が1918年に制定されている。ま
た，この時期は，第１次世界大戦（1914-1918年）による増税期でもある。
以上のことから，本稿における主たる検討項目は，次の２点である。
①　1915年財政法により導入された超過利潤税（excess profits duty）等の
戦時増税の検討
　②　1918年所得税法の概要
　なお，この時期には，「所得に関する王立委員会」（Royal Commission on 
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the Income Tax,1919-1920）の報告書により多面的に所得税が再検討された
が，紙幅の関係からこれについては次稿の⑸において検討を行う。
１　1911年から1919年までの財政法及び所得税法等の変遷
　この期間における財政法及び所得税法等の変遷は次の通りである。
　①　Finance Act 1911 (1&2 Geo.5 c.48) 
　②　Revenue Act 1911 (1&2 Geo.5 c.2) 
　③　Finance Act 1912 (2&3 Geo.5 c.8) 
　④　Finance Act 1913 (3&4 Geo.5 c.30) 
　⑤　Provisional Collection of Taxes Act 1913 (3&4 Geo.5 c.3) 
　⑥　Finance Act 1914 (4&5 Geo.5 c.10) 
　⑦　Finance Act 1914 (Session2) (5&5 Geo.5 c.7) 
　⑧　Finance Act 1915 (5&6 Geo.5 c.62) 
　⑨　Finance (No. 2)  Act 1915 (5&6 Geo.5 c.89) 
　⑩　The War Loan (Supplemental Provisions) Act, 1915 (5&6 Geo.5 c.93) 
　⑪　Finance Act 1916 (5&6 Geo.5 c.24) 
　⑫　Finance Act 1917 (7&8 Geo.5 c.31) 
　⑬　Finance Act 1918 (7&8 Geo.5 c.15) 
　⑭　Income Tax Act 1918 (8&9 Geo.5 c.40) 
　⑮　Finance Act 1919 (9&10 Geo.5 c.32)
　1920年の財政法（Finance Act 1920 (10&11 Geo.5 c.18)）の第５款（Part V）
には，法人利益税（Corporation Profits Tax）が規定されていることから，
1920年財政法については，次の英国税務会計史⑸において取り上げる予定
である。
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２　1910年の所得税
　1910年代の所得税の変遷をたどる前に，1910年時点における所得税の現
状から始めることとする。
　1910年の所得税は，1910年財政法４款の第65条から第72条に規定されて
いる 1）。
　65条では，1909-1910課税年度における所得税率が１ポンドに対して１
シリング２ペンスで税率は約5.8％である 2）。
　さらに，1910年財政法第66条により累進付加税（super-tax）は，課され
ることになったが，1909・1910財政年度から1913・1914財政年度の間，5,000
ポンドを超えるすべての所得に１ポンド当たり６ペンス（税率2.5％）課さ
れることになった。
　この時期の英国首相は，首相になる前に蔵相であったハーバート・ヘン
リー・アスキス（Herbert Henry Asquith：在任期間1908-1916年）と，アスキ
ス内閣の蔵相でアスキスの後任の首相となる，デビッド・ロイド・ジョー
ジ（David Lloyd George：在任期間：1916-1922年）である。
　したがって，1907年財政法により，勤労所得（earned income）とその他
の所得（unearned income）の区別を図ったのは，アスキス蔵相であり，そ
の後に累進税率，累進付加税を導入した際の蔵相は，ロイド・ジョージで
あった 3）。
1）　Finance (1909-1910) Act, 1910 (10 Edw. 7. ch. 8).
2）　１ポンド＝20シリング＝240ペンス，であることから１シリング２ペンス
は14ペンスに換算され，14÷240≒5.8％となる。
3）　武田隆夫「所得についての一覚書─イギリスにおけるアスキスおよびロイ
ド・ジョージの税制改革を中心として─」『彦根論纂』第46・47合併号　
1958年　239-240頁。また，この論文（238頁参照）によれば，1911-1912年
度におけるシェジュール別の税収構成比では，シェジュールＤが62.2％，シ
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３　累進付加税の税率
　1914年財政法３条の規定により 4），1914-1915課税年度における累進付加
税の税率は次の通りである。
　この税は，前稿においても取り上げたが，1909-1910課税年度に5,000ポ
ンド超の所得に１ポンド当たり６ペンス（税率2.5％）の単一税率を課する
ことで導入されたもので，その税率は，1910年から1913-1914課税年度ま
で改正されていないが，上記の1914年財政法により改正され，免税点を当
初の5,000ポンドから2,500ポンドに引き下げると共に，税率の累進化が図
られたのである。
　1915年財政法第23条では，1914年財政法の税率のうち，最後の３つのブ
ラケットを次のように改正している。
ェジュールＡが23.5％となっている。
4）　Finance Act 1914 (4&5 Geo.5 c. 10).
所得階層 税率（％換算）
最初の2,500ポンド ０
2,500ポンド超～3,000ポンド以下 ５ペンス（約２％）
3,000ポンド超～4,000ポンド以下 ７ペンス（約2.9％）
4,000ポンド超～5,000ポンド以下 ９ペンス（3.75％）
5,000ポンド超～6,000ポンド以下 11ペンス（約4.5％）
6,000ポンド超～7,000ポンド以下 １シリング１ペンス（約5.4％）
7,000ポンド超～8,000ポンド以下 １シリング３ペンス（6.25％）
8,000ポンド超 １シリング４ペンス（約6.6％）
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４　所得税率の動向
　1909-1910課税年度における所得税標準税率は，１ポンドに対して１シ
リング２ペンスで税率換算すると約６％である。
　また，1907年財政法により，勤労所得とその他の所得の区別が図られ，
勤労所得については，所得税の単一税率が１ポンド当たり１シリング（税
率５％）であったのに対して，総所得が2,000ポンド以下であれば，１ポン
ド当たり９ペンス（税率3.75％）と税負担の軽減を図ったのである。
⑴　1909年から1913年
　1909-1910課税年度における所得税標準税率は，１ポンド当たり１シリ
ング２ペンス（税率約６％）であるが，次のように分けられたのである。
①　2,000ポンド超3,000ポンド以下の勤労所得は１ポンド当たり１シリ
ング（税率５％）である。
②　総所得が2,000ポンドを超えない勤労所得は，１ポンド当たり９ペ
ンス（税率3.75％）である。
③　所得が5,000ポンドを超える場合，所得金額から3,000ポンドを控除
した金額に対して１ポンド当たり６ペンス（税率2.5％）である。
　上記の勤労所得とその他の所得を区分し，上記②にある総所得が2,000
ポンドを超えない勤労所得のある者に対する減税は，最も該当する者が多
い総所得が2,000ポンドを超えない層に減税をすることになったので，減
8,000ポンド超～  9,000ポンド以下 ２シリング10ペンス（約14%）
9,000ポンド超～10,000ポンド以下 ３シリング２ペンス（約15.8%）
10,000ポンド超 ３シリング６ペンス（17.5%）
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税の恩典を広く与えたが，税額減少の程度は低かったという分析があ
る 5）。
⑵　1914年財政法による改正
　1914年財政法第４条では，個人の勤労所得に係る所得税率の改正が次の
ように規定されている。なお，この改正に伴い，1909-1910年財政法第67
条は廃止された。
　この年分の所得税標準税率は１ポンド当たり１シリング３ペンス（税率
6.25％）である。
⑶　1916年財政法による改正
　1916年財政法第25条により，上記の勤労所得に係る税額表は次のように
改正されている。なお，この年分の所得税標準税率は１ポンド当たり５シ
リング（税率25％）である。
　したがって，その所得が2,500ポンドを超える者については，所得税率
25％に加えて累進付加税が加算されることになる。
5）　武田　前掲論文　238-239頁。
所得階層 税率（％換算）
1,000ポンド以下 ９ペンス（3.75％）
1,000ポンド超～1,500ポンド以下 10.5ペンス（約4.3％）
1,500ポンド超～2,000ポンド以下 １シリング（５％）
2,000ポンド超～2,500ポンド以下 １シリング２ペンス（約5.8％）
2,500ポンド超 １シリング３ペンス（6.25％）
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⑷　累進付加税の手続等 6）
　累進付加税の手続は次のようになる。
　所定の金額を超える所得（夫婦の場合は合算所得で判定）を有する者が納
税義務を有することになる。この場合，課税当局は，納税義務を有する者
に対して，その年分の９月30日までに通知をする義務がある。
　所得及び税額に関する査定の結果，納税義務者に対し通知された査定金
額と税額についてこの通知を受けた納税義務者は，特別委員会（special 
commissioners） 7）に対して，その通知の日から28日以内に異議申し立てを行
6）　Snelling, W.E., Income Tax and Super-Tax Practice :  including a dictionary 
of income tax, specimen returns, tables of duty, etc., Sir Isaac Pitman, pp. 83-
87.
7）　特別委員は，財務省から任命された有給のオフィサーであり，その事務所
は，内国歳入庁の一部となる。査定に関する異議は，特別委員を経由して課
税当局に提出される（Ibid., p. 413）。英国の税務組織におけるコミッショナ
ー（Commissioners）は，第１に，内国歳入庁の理事会（Board of Inland 
Revenue）等における国王から任命された複数の有給の公務員を指す。英国
の場合は，日本の国税庁長官のように，１名が最高責任者となるのではな
く，複数のコミッショナー（以下「内国歳入庁幹部職員」という。））が任命
されている。内国歳入庁幹部職員は特別委員等のオフィサーを任命すると共
に，所得税に関するすべての権限を行使することができる。また，内国歳入
庁幹部職員は，調査官を任命することができる。所得税のコミッショナー
所得階層 税率（％換算）
   500ポンド以下 ２シリング３ペンス（約10.4％）
   500ポンド超～1,000ポンド以下 ２シリング６ペンス（12.5％）
1,000ポンド超～1,500ポンド以下 ３シリング（15％）
1,500ポンド超～2,000ポンド以下 ３シリング８ペンス（約18.3％）
2,000ポンド超～2,500ポンド以下 ４シリング４ペンス（約21.6％）
2,500ポンド超 ５シリング（25％）
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う権利がある。
　1915-1918年までの間における累進付加税の税率は次の通りである 8）。
　当時の最高税率は，所得税と累進付加税の合計で，１ポンド当たり８シ
リング６ペンス（税率換算42.5％）ということになる。
５　超過利潤税（Excess Profits Duty）
⑴　超過利潤税の創設
　超過利潤税が創設されたのは，1915年第２次財政法で，同法第38条から
（以下「査定官」という。）は内国歳入庁幹部職員とは別である。所得税の査
定は，一般委員（general commissioners）である地方委員（local commis-
sioners of taxes）により行われる。地方委員は，無給であるが，行政区にお
ける強制的な仕事から解放されている（Ibid., p. 151）。
8）　Ibid., p. 369.
所得階層 税率（％換算）
最初の2,500ポンド ０
  2,500ポンド超～  3,000ポンド以下 10ペンス（約４％）
  3,000ポンド超～  4,000ポンド以下 １シリング２ペンス（約5.8％）
  4,000ポンド超～  5,000ポンド以下 １シリング６ペンス（7.5％）
  5,000ポンド超～  6,000ポンド以下 １シリング10ペンス（約9.1％）
  6,000ポンド超～  7,000ポンド以下 ２シリング２ペンス（約10.8％）
  7,000ポンド超～  8,000ポンド以下 ２シリング６ペンス（12.5％）
  8,000ポンド超～  9,000ポンド以下 ２シリング10ペンス（約14％）
  9,000ポンド超～10,000ポンド以下 ３シリング２ペンス（約15.8％）
10,000ポンド超 ３シリング６ペンス（17.5％）
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第45条にその規定がある。また，同法における所得税に係る規定（同法第
35条）に，超過利潤税に関連する利益及び利得の計算の規定がある。この
第35条の規定は，超過利潤税が所得税の利益計算において，納付した場合
は控除，還付を受けた場合は利益となることを定めている。
　超過利潤税と類似する税目に戦時利得税がある。両者は，一般的に，戦
時における企業の超過利潤を税として徴収することを目的としたものであ
る。しかし，課税標準の算定方法に相違がある。超過利潤税の課税標準の
算定方法は，投下資本の一定割合を適正な所得と想定し，純所得がその適
正な所得を超過する額に課税をする方式であり，戦時利得税は，戦前の一
定期間の平均所得を超える所得を戦時所得として課税する戦時利得税の方
式がある。
　米国は1916年に軍需品製造税を創設している。ここにいう軍需品とは，
特定の製品を製造する会社を対象とするものであるが，課税上，業種等の
区別をしない超過利潤税と戦時利得税の課税対象は，軍需品製造税よりも
広範であったといえよう。そして，米国は，1917年歳入法により超過利潤
税を創設している。この税率は，８％という比較的低く法人のみを対象と
したものである 9）。
⑵　超過利潤税の概要
　この税は，1914年８月４日以降に終了する事業年度における利益を課税
標準とする。ちなみに，英国が第１次世界大戦に参戦したのは，1914年８
月４日であることから，超過利潤税が，第１次世界大戦の戦費調達の財源
であることは明らかである。
　この税は，戦時需要による事業利益に課税をするものであることから，
9）　拙著『米国税務会計史』中央大学出版部　2011年　95-96頁。
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税率についても，次のように相違を設けている。なお，この対象となる事
業から，農畜産業等の他，資格に基づく職業等は除かれている。
　また，前述の米国の場合は，納税義務者が法人に限定されていたが，英
国の場合は，英国に居住するすべての者が納税義務者となる。
　超過利潤税納付の手続は，納税義務のある者が課税当局に通知を出し，
定められた申告書を２月以内に提出する。納税は査定後２月以内である。
　イ　1914年８月４日以前からの事業の場合 10）
　　（例）
　　事業年度の利益　　  10,000ポンド
　　戦前の利益水準額　　6,000ポンド
　　超過利潤　　　　　　4,000ポンド
　　控除利潤額　　　　　   200ポンド
　　差引額　　　　　　　3,800ポンド
　当該事業の場合，上記の例に対する課税は，1914年８月４日以前に開始
した事業年度の場合，上記差引額に対して50％の税率となる。そして，そ
れ以降の事業年度の利益については，60％の税率となる。1914年８月４日
を跨ぐ事業年度の場合は，50％と60％適用分を日日により按分することに
なる。
　ロ　1914年８月４日後に開始した事業の場合
　1916年12月31日後に生じる超過利潤については80％の税率が課される。
⑶　利益水準額の決定方法 11）
　利益水準額の決定方法には以下の２つの方法がある。１つは利益水準法
（Profits Standard）であり，他は比率法（Percentage Standard）である。
10）　Snelling, W.E., op. cit., p. 201.
11）　Ibid., pp. 203-204.
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　納税義務者は，この２つの方法の選択が認められており，いずれか高い
金額を選択することができる。
　イ　利益水準法
　この方法の場合，過去３年間の利益のうち，上位２年が平均対象とな
る。以下がその例である。
　　（例）
　　1911年の利益　　8,000ポンド
　　1912年の利益　  10,000ポンド
　　1913年の利益　　7,000ポンド
　　利益水準額は，（8,000＋10,000）÷２＝9,000，となる。
　上記の方法以外に，過去３年分（例えば，1911-1913年）の利益合計が，
さらに３年前の期間（1908-1910年）の利益合計よりも25％低下している場
合，６年間のうちの上位４年間の平均利益を算定することになる。
　ロ　比　率　法
　第１次世界大戦開始前の最終事業年度における資本が基準となる。法人
の場合は６％，それ以外は７％が比率となっている。
⑷　超過利潤税の及ぼす効果
　戦時下の税制は，軍事費の需要が増加し，税負担が重くなることは各国
共通の現象といえる。特に所得税は最高税率の引き上げ等が行われること
になる。納税義務者の視点からすれば，比較的所得税が低税率であった時
期には見過ごしていた控除できる項目について注目度が高まることにな
る。１つの例が減価償却費である。税率が低い時期には減価償却費の計上
を怠っていた者が，所得税と累進付加税の他に，超過利潤税が課される状
況になると，節税動機が生じて，所得計算を従前よりも精緻に行うように
なり，減価償却費の計上についても注意を払うようになるのである。
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　英国においても，利益計算における減価償却費について，公平で平均的
な費用計上が行われ，人為的な取引及び過大役員給与による利益操作は税
法上認められていない 12）。
６　1918年所得税法
⑴　概　　　要
　この法律は，正式名称が「所得税総括法（An Act to Consolidate the 
Enactments relating to Income Tax）」（以下「1918年法」という。）で，1918年８
月８日に成立している。
　1918年法は，1842年法以降の所得税法と財政法の一部を廃止すると共
に，旧法の条文を1918年法に移記している。
　全体は，条文としては239条と７つのシェジュールから構成されている。
条文は，次のような区分になっている。
　①　第１款：所得税の課税
　②　第２款：累進付加税（Super Tax）
　③　第３款：免税所得，免税点及び救済
　④　第４款：特別規定
　⑤　第５款：税務行政（Administration）
　⑥　第６款：査定（Assessment）
　⑦　第７款：異議申立て
　⑧　第８款：徴収
　⑨　第９款：アイルランドに適用となる特別規定
　⑩　第10款：その他
　本論が税務会計として，法人等の事業所得と企業会計の関係から，1918
12）　Ibid., p. 205.
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年法の第１シェジュールに含まれているシェジュールＤに係る部分を以下
では検討する。
⑵　シェジュールＤの概要
　シェジュールＤに区分される所得は，大別して２つに区分される。１つ
は，所定の者に関して生じる年次の利益又は利得であり，２つは，すべて
の利子，他のシェジュールで課税対象とならなかった利益又は利得及び免
税対象となるならない利益又は利得，である。その免税点は年次で12シリ
ングである。
　シェジュールＤに係る課税は，次に６つの区分ごとに課される。
①　ケースⅠ：他のシェジュールに分類されない事業に係る税
②　ケースⅡ：他のシェジュールに分類されない自由職業に係る税
③　ケースⅢ： 不確実な価値に係る利益及びこのケースに適用となるル
ールに記述されている所得に係る税
④　ケースⅣ： シェジュールＣで課税されたものを除く，英国国外の証
券から生じた所得に係る税
⑤　ケースⅤ：英国外の属領から生じた所得に係る税
⑥　ケースⅥ： 上記のいずれにも属さない年次の利益又は利得及び他の
シェジュールで課税されない年次の利益又は利得に係る
税
⑶　ケースⅠ・Ⅱに適用となるルール
　ケースⅠ・Ⅱにおける課税所得は，直近３年分の所得の平均金額である
点では共通している。1918年法では，ケースⅠ・Ⅱに適用となる16のルー
ルについて記述している。したがって，課税所得計算が従来の方法と同じ
であることを最初に確認しておく必要がある。
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　イ　控除できない項目
　ルール３には，利益又は利得の計算において控除できない項目が列挙さ
れている。
①　事業の目的のために専ら支出した金銭に該当しない支出又は経費
②　当事者及びその家族のための支出等，事業と関連のない私的目的の
費消した金額
③　事業の用に供していない自宅等の家賃。その金額は課税当局により
査定され，自宅家賃等の３分の２を超えないものとする。
④　査定年分の前３年間の平均額の適用において通常生じた金額を超え
る事業目的用備品等の修繕等に要した費用
⑤　事業活動に関連のない損失
⑥　事業資本からの引出額
⑦　事業用設備の改良費用
⑧　無償貸付等に係る想定利子
⑨　不良債権及び不良債権と疑われる債権の控除は可。債務者が破産等
の場合に債権償却勘定として受け取れる見積額
⑩　調整後の実際の損失額を超える平均損失額
⑪　保険金額等として回収できる金額
⑫　利益又は利得から支払われる年次の利子等
⑬　特許権に係る支払使用料
　以上のことから，事業以外の目的に使用した支出，経費，資産の価値を
増加するための改良費等の支出，資本に関連する取引に係る支出等が，利
益又は利得の計算において控除できない項目となっている。
　現代の視点から見れば，わが国の法人税にあるような別段の定めに該当
するような技術的な項目は少なく，⑬の規定が独自なものと思える程度で
ある。これについて，控除項目すべてを所得税法に網羅することはできな
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いことから，控除できない項目の原則が表示されているのである 13）。
　ロ　減価償却関連の事項
　上記のイでは，減価償却に関連するルールの記述がなかったが，ルール
６には，その記載がある 14）。
　ルール６⑴では，シェジュールＤとなる事業上の利益或いは利得の課税
において，査定官の権限として認められる控除は，事業の用に供しかつ事
業を遂行する者に帰属する機械及び設備のその年度中における摩損（wear），
破損（tear）を理由とする価値の下落を示すものとして合理的な償却費と
される，として減価償却費の控除が認められている。
　ルール６⑵では，機械設備等のリースの場合，リースを受けた者に設備
等が帰属するとみなされている。
　ルール６⑶では，利益等がない場合或いは減価償却をすると赤字になる
ような場合，控除できなかった償却費分は次年度の償却費に加えられる。
仮に次年度で控除できないときは，前年度の控除額はその年度の控除額と
みなされて，さらに次年度に繰り越されることになる。
　ルール６⑸では，設備等のリースの場合で貸し手側に維持管理の責任が
あるときは，査定に基づく還付金額の受領及び控除の権利は貸し手側が有
することになる。借り手側はリース料を控除することになる。
　ルール６⑹では，前年度からの繰越分も含めた償却費が設備等の原価を
13）　Ibid., p. 174.
14）　英国と同時期の米国税法における減価償却に関する規定は，1909年の会社
免許税において「財産の減価償却（depreciation）のための合理的な償却費」
と規定され，1913年所得税法では，「事業の用に供したことから生じる財産
の使用による消耗（exhaustion），摩損（wear）破損（tear）に対する合理的
な償却費」と規定され，その後，1921年歳入法の規定において，使用による
減価に加えて合理的な償却費に陳腐化（obsolescence）を含む，という規定
が追加されている（拙著　前掲書　201頁）。
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超えるとき，減価償却費が認められない。なお，この場合の原価には，改
良費等の資本的支出の金額も含まれる。
　ルール６⑺では，減価償却の金額変更の申立てを内国歳入庁長官に提出
する場合，その申請が内容として問題がある場合を除き，長官は，調停委
員会にこの事案を付託する。委員会は，同種の事業者の多数からの申請で
ある場合，その申請を取り上げて控除額を決定する。
　ルール７は，利益或いは利得計算において，陳腐化した設備等の取替費
用の控除を認めている。
　以上のルールは，これまで検討対象とした所得税法或いは財政法等の規
定にはない，ある意味，本法に対する政令のような規定であるが，減価償
却の計算については多くを規定していないが，当時の税務における取扱い
全般に関して多くの情報を提供しているものである。
　英国税法上，減価償却に関する規定が初めて設けられたのは，1878年関
税及び内国税法12条であり 15），そこでは減価償却の対象となる資産は，機
械及び設備（machinery or plant）に限定され，企業活動に使用されて摩損
或いは破損した場合，その価値の減少分の合理的な金額を控除することが
認められていた。
　ハ　その他の事項
　ルール10以降の項において，以下は，事業所得算定と関連あると思われ
る項目である。
①　複数の者による共同事業（パートナーシップ）により事業を行った場
合，パートナーシップの所得は，パートナーである者の他の所得とは
区分されて，パートナーシップ自体がその名称で申告を行うことにな
15）　Customs and Inland Revenue Act of 1878 (41 & 42 Vict. c.15 s.12).  その後，
1907年財政法（Finance Act of 1907 (7 Edw. 7 c.13 Part V)）12条に同様の規
定がある。
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る。パートナーに英国居住者がいる場合は，パートナーシップ・アグ
リーメントにある名前等により申告を行い，パートナーに英国居住者
がいない場合は，英国の事業体の代理人等が申告を行う。
②　複数の異なる事業を行う者が，単独或いは共同のいずれかにより事
業を行っている場合，一方の事業に損失が生じる場合，損益通算が認
められる。
⑷　減価償却に係る問題点 16）
　前記⑶ロにおいて言及したように，1918年法に係るルールでは，減価償
却に関する原則的な事項は規定されているが，次に掲げるようないくつか
の問題点が残っているのである。
　①　減価償却資産となる機械及び設備の範囲
　②　資産の摩損及び破損の程度の決定方法
　③　減価償却率をどう決定するのか。
　イ　減価償却資産となる機械及び設備の範囲
　まず，道具類（implements and utensils）は，消耗品として支出時に控除
するか，取替法により処理する。例えば，印刷機，蒸気エンジン及びガス
タンク等は，機械及び設備の範囲であり，また，路面電車及び船舶も機械
及び設備の範囲であるが，動力として使用する動物はこれに含まれない。
　ロ　資産の摩損及び破損の程度の決定方法
　資産の摩損及び破損について，減価償却資産の１部分のみの価値が大幅
に下落するような場合，減価償却費の計上はできない。例えば，使用して
いる機械に新製品が発明されたことによる陳腐化については，摩損及び破
損による価値の下落に該当しない 17）。特別査定官は，新規の設備について
16）　ここでは，スネリングの著書にある問題点を取り上げて検討する（Snelling, 
W.E., op. cit., pp. 177-183）。
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取得後５年間の修理等を要しないことから，当該期間における価値の下落
はないとしている 18）。発明による新製品の出現が所有する旧型の同種の資
産の物理的な価値の下落を加速することとは考えられていないのである。
　ハ　減価償却費の計算
　所得税法には，償却率等の具体的な規定はない。査定官は，摩損及び破
損による価値の下落を示すものとして正当かつ合理的な控除額を認めるこ
とが求められている。その際の唯一の制限は，償却費の総額が取得価額を
超えないということである。そして，査定官の決定が最終のものとな
る 19）。
７　利益計算例
⑴　利益計算の概要
　次の例は，法人利益の計算過程を検証したものである。この時期の法人
利益は，既に述べたように次のように計算されていたのである 20）。
17）　所有する船舶の収益獲得能力が落ちた（当該船舶の能力が新造船と比べて
落ちてきた）ことは減価償却の原因である摩損及び破損に該当しないとした
判例（Burnley Steamship Company v. Akin, 3 TC 275 (1894)）がある。
18）　判決においてこの特別査定官の見解は支持されている（Caledonian 
Railway Company v. Banks,1 TC 487（1880）。
19）　減価償却計算について次のような例示が示されている（Snelling, W.E., op. 
cit., p. 181）。なお，認められた償却率は，年率５％である。
　　　 1914年期首の原価　　　10,000
　　　 1914年中の償却費　　　　 500
　　　 1914年中の資本的支出　　 800
　　　 1915年期首の原価　　　10,800
　　　 1915年中の償却費　　　　 540
　　 この例示は，残存価額のない定額法の計算ということになる。
20）　Snelling, W.E., Ibid., p. 61.
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　　1914年……………… £6,843
　　1915年……………… £6,927
　　1916年……………… £7,044
　　　　　　　　　　   £20,814
　1917・1918年の利益は£6,938（20,814÷３）である。機械の減価償却費
が£635であれば，課税対象利益は£6,303である。
⑵　損益勘定からの計算 21）
　イ　貸方項目（単位ポンド）
　①　売上総利益 1,746
　②　受取配当金 18　（貸方合計）1,764
　なお，受取配当金は源泉徴収済みである。
　ロ　借方項目（単位ポンド）
　①　支払利子 20（注記１）
　②　支払地代 15
　③　賃金 320
　④　不動産税 40
　⑤　所得税 57
　⑥　修繕費 21
　⑦　電気代 33
　⑧　年金 200
　⑨　設備の減価償却費 25
　⑩　機械の減価償却費 10
21）　Snelling, W.E., Ibid., pp. 8-10.　なお，この例は，前稿の英国税務会計史⑶
で使用したものを再掲したものであるが，前稿では計算過程の説明を行って
いないことから，ここで再度取り上げた次第である。
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　⑪　資本に係る利子 70
　⑫　家族への給与 550
　⑬　営業権償却費 50
　⑭　貸倒引当金繰入 30（注記２）
　⑮　当期純利益 323　（借方合計）1,764
　ハ　注記１と注記２について
　注記１は，受取利子（源泉徴収済み）が£15，支払利子が£10と抵当権
付借入の支払利子が£25という内訳である。
　注記２は，期首貸倒引当金残高£120，期中貸倒損失額£43，償却債権
取立益£23で，£30を繰り入れた。
　ニ　調整加算項目
　調整加算額（単位：ポンド）は次の通りである。
　①支払利子（25），②支払地代（15），③所得税（57），④年金（200），⑤
設備の減価償却費（25），⑥機械の減価償却費（10），⑦資本に係る利子
（70），⑧家族への給与（550），⑨営業権償却費（50），⑩貸倒引当金繰入
（30），⑪償却債権取立益（23），⑫新石炭小屋費（４），以上で調整加算合
計額£1,059である。
　ホ　調整減算項目
　調整減算額（単位：ポンド）は次の通りである。
　①課税済受取配当金（18），②課税済受取利子（15），③貸倒引当金を充
当した貸倒損失（43），設備に係るシェジュールＡの査定額（100），以上で
調整減算合計額は£176である。
　結果として，当期純利益（323）＋調整加算合計額（1,059）－調整減算合計
額（176）で，差引金額は，£1,206である。
　へ　課税利益額
　上記ホで算出された£1,206が所得税における課税利益となり，本項⑴
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に記述した３年間の平均利益計算において使用される金額となるのであ
る。
⑶　その他の方法
　この時期に，すべての法人或いは個人事業者が損益勘定等の記帳を行っ
ていたわけではない。例えば，現金出納だけを記帳している者の場合 22），
或いは全く記帳のない者の場合 23），前者については，一定の加減算をする
利益を計算する。後者については，期首と期末棚卸表から損益を計算する
方法が採られるのである。
８　小　　　括
　この時期は，1842年法以降の所得税法と財政法の一部を廃止して，1918
年法にまとめるという作業が行われたのであるが，法人に関連する所得計
算は，過去３年分の利益の平均額を課税対象とする従来からの方法が踏襲
されただけで，大きな改正は行われていない。
　同時期に，米国では，1913年制定の所得税法に法人課税が含まれて，現
在の米国税法がここからスタートするのである 24）。
　これらの事項からの考察としては，英国では，会社法の発展，公認会計
士制度と監査実務の発展等，法人課税の近代化の環境は整っていたにもか
かわらず，所得税法では，これらの隣接する領域の知見を取り入れる姿勢
が見られないのである。 （続く）
22）　Snelling, W.E., Ibid., pp. 10-14.
23）　Snelling, W.E., Ibid., pp. 14-16.
24）　1913年所得税法制定前に南北戦争期に所得税法が導入されたが（1861-
1872年），その後一時中断して，1913年に改めて所得税法が導入されて現在
に至っているのである（拙著　前掲書　２-３章参照）。

